
 

2022 年 3 月 10 日 

凸版印刷株式会社 

 

凸版印刷、企業向け請求代行サービスを提供開始 
マネーフォワードケッサイ社のシステムを活用、 

経理 DX の提供で企業の精算業務効率化を支援 

 

凸版印刷株式会社（本社：東京都文京区、代表取締役社長：麿 秀晴、以下 凸版印刷）は、企業向け

請求代行サービス「t-billing ｐowered by Money Forward Kessai（以下 t-billing®）」の提供を 2022 年 4 月

1 日より開始します。本サービスは、マネーフォワードケッサイ株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社

長：冨山 直道 、以下 マネーフォワードケッサイ）のシステムを活用した与信審査、請求書発行、代金回

収までの業務を代行するサービスです。凸版印刷は、本サービスに凸版印刷が強みとする事務局やコン

タクトセンターといった BPO(Business Process Outsourcing)業務などを組み合わせ提供することで、企業の

精算業務効率化を支援します。 

■ 開発の背景 

昨今のコロナ禍の影響を受け、企業では掛け売りなどの商取引においてもデジタルトランスフォーメー

ション（DX）が進んでいます。また、メーカーなどでは多数の取引先との直接精算が増大し、掛け売り取引

における与信審査、請求書の発行・発送、入金管理、督促など、請求にかかわる業務の効率化とセキュリ

ティの向上が求められています。さらに、インボイス制度や電子帳簿保存法などの法令は改正も多く、適切

な対応は企業にとって大きな負担となっています。 

凸版印刷はこのような課題に対し、企業向け請求代行サービス「t-billing®」の提供を開始します。本サ

ービスは、マネーフォワードケッサイが展開している企業間後払い決済サービス「マネーフォワード ケッサ

イ」のシステムと、凸版印刷がこれまで培ってきた多様な取引基盤と BPO 事業の知見とノウハウを活用した

ものです。経理 DX の提供を通じ、企業の精算業務効率化を支援します。 

 

■ 本サービスの特長 

「t-billing®」は、企業が掛け売りする際の与信審査、請求書発行・発送、入金管理まで、一連の請求業

務を代行します。 

（1）複雑なプロセスの業務を低減し、業務効率化を実現 

与信審査、請求書発行・発送、入金管理などの複雑な請求業務を代行するため、大幅な業務効率化を

実現できます。 



 

（2）リスクを回避し、安心な新規取引が可能 

与信審査通過後の「入金遅延」等のリスク回避につながり、新規取引も安心して始めることができます。 

（3）BPO 業務などと組み合わせ、総合的な業務効率化も可能 

事務局やコンタクトセンターの業務を代行する BPO 業務などと組み合わせることで、総合的な業務効率

化が可能です。 

 

「t-billing®」サービスサイト 

URL：https://solution.toppan.co.jp/secure/service/t_billing.html 

 

■ 価格 

サービス内容によって利用料金が変わります。 

 

■ 今後の目標 

多数の取引先と直接精算を行っている、メーカーをはじめとした様々な業界に向け、「t-billing®」の展開

を拡げ、2025 年度までに 5 億円の売上を目指します。 

 

■ マネーフォワードケッサイについて 

名称： マネーフォワードケッサイ株式会社 

所在地： 東京都港区芝浦 3-1-21 msb Tamachi 田町ステーションタワーS 21F 

代表者： 代表取締役社長 冨山 直道 

事業内容： 企業間後払い決済サービス「マネーフォワード ケッサイ」、売掛金早期資金化サービス「マネ

ーフォワード アーリーペイメント」の開発・提供 

URL：https://corp.mfkessai.co.jp/ 

サービスに関するお問い合わせ： business@mfkessai.co.jp 

 

 

■「Erhoeht-X®（エルへートクロス）」について 

「Erhoeht-X®（エルヘートクロス）」とは、凸版印刷が全社をあげ、社

会や企業のデジタル革新を支援するとともに、当社自体のデジタル

変革を推進するコンセプトです。 

「エルヘート」は、当社創業の原点である当時の最先端印刷技術「エルヘート凸版法」から名付け、語源であ

るドイツ語の「Erhöhen（エルホーヘン）」には「高める」という意味があります。 

凸版印刷は、これまで培ってきた印刷テクノロジーの更なる進化とともに、先進のデジタルテクノロジーと

高度なオペレーションノウハウを掛け合わせ、データ活用を機軸としたハイブリッドな DX 事業を展開し、社会の

持続可能な未来に向けて貢献していきます。 

 

 

＊ 本ニュースリリースに記載された商品・サービス名は各者の商標または登録商標です。 

＊ 本ニュースリリースに記載された内容は発表日現在のものです。その後予告なしに変更されることがあります。 

以  上 


